
１３狭山市

２２年国調 ２２年国調世帯数

１７年国調

増 減 率 １７年国調世帯数

決算額 構成比 構成比

21,809,524 45.4 80.1
306,432 0.6 1.2
36,454 0.1 0.1

164,363 0.3 0.6
100,434 0.2 0.4

1,628,552 3.4 6.3
34,596 0.1 0.1

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
59,612 0.1 0.2
92,987 0.2 0.4

2,235,764 4.7 7.5
うち普通交付税 1,960,446 4.1 7.5 財 調

うち特別交付税 275,251 0.6 0.0 減 債

うち震災復興特別交付税 67 0.0 0.0 特 定 目 的

26,468,718 55.1 96.9 合 計

21,320 0.0 0.1
319,339 0.7 0.0
718,740 1.5 0.5
243,332 0.5 0.0

6,540,957 13.6 0.0
637,187 1.3 2.5

2,537,678 5.3 0.0
648,004 1.4 0.0
12,099 0.0 0.0

2,794,922 5.8 0.0 現

2,484,502 5.2 0.0
966,283 2.0 0.0 年

3,606,289 7.5 0.0
2,519,789 5.2 0.0 計

0 0.0 0.0
47,999,370 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比

7,686,371 16.8
う ち 職 員 給 5,368,762 11.7

10,307,659 22.6
3,347,496 7.3

内 元 利 償 還 金 3,347,496 7.3
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

21,341,526 46.7
7,580,975 16.6

258,581 0.6
4,833,974 10.6
1,903,946 4.2
4,137,767 9.1
1,129,533 2.5

377,720 0.8
0 0.0

6,040,346 13.2
う ち 人 件 費 248,560 0.5 千円

普 通 建 設 事 業 費 6,014,971 13.2
うち　補　　　　助 1,533,131 3.4 ％

　うち  単　　　　独 4,470,913 9.8 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 25,375 0.1 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

45,700,422 100.0
一　般　職　員　等（Ｈ２７・４・１現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 平成２６年度 742 　　退職手当支給事務 ○
47,999,370 51 　　事務機械共同施設 ○
45,700,422 26 　　そ　の　他  
2,298,948 0

378,002 0 民　　　生
1,920,946 768 　　老人福祉施設  
-322,006 　　そ　の　他
1,089,031 特　別　職　等（Ｈ２７・４・１現在）  

0 衛　　　生
1,000,000 　　伝　染　病
-232,975 　　じんかい処理 ○

1 9 10 1 　　し 尿 処 理  
 1 9 10 1 　　火　葬　場  
 1 9 10 1 　　そ　の　他 ○

○ 1 16 1 1  
　　　　　　特定農山村  1 16 1 1 土　　　木  

 20 16 1 1 　　そ　の　他

※「性質別歳出の状況」の欄の「普通建設事業費」の「うち補助」には受託事業費の補助事業費が、「うち単独」には同級他団体施行事業費負担金、受託事業費の単独事業費
がそれぞれ含まれています。
※個人情報保護の観点から、「一般職員等」において対象となる職員数が１人又は２人の場合は、「給料月額」「１人当たり平均給料月額」を「*」としています。

市町村類型 Ⅳ－１ うち日本人 (152,911人)

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 4,400

　　　　　　山村振興
　　　　　　過　　　疎 教 育 長

 
4,600

区　　　分 定数

5,100

副 市 町 村 長 8,150 ○ 　　老人保健医療事業

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長

　　国民健康保険事業

　　介護保険事業

議 会 副 議 長 　　交通災害共済事業

7,500  　　後期高齢者医療

１人当たり平均給料

実 質 単 年 度 収 支 -12,734  　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 9,700  

実 質 収 支

積 立 金 取 崩 し 額 2,439,021 (報酬)月額(百円)  事業会計
繰 上 償 還 金 0

適用開始年月日

単 年 度 収 支 -250,640  
積 立 金 2,676,927 そ  の  他

2,242,952 合 計 2,648,850 3,449  
教　　　育
　　そ　の　他

翌年度に繰越すべき財源 241,550 臨 時 職 員 0 0
歳 入 歳 出 差 引 2,484,502 消 防 職 員 0 0

　　消防災害補償
歳 出 総 額 43,601,474 教 育 公 務 員 103,048 3,963 ○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 46,085,976 うち技能労務員 185,487 3,637  

消　　　防
平成２５年度 一 般 職 員 2,545,802 3,431 ○ 　　常 備 消 防

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円）

276
歳 出 合 計 32,233,090 合 計 5,188,406

（臨財債・減収補てん債除く）

0 歳 入 一 般 財 源 等 0 国 庫 支 出 金

34,532,038 55,959 保 険 給 付 費

加 入 世 帯 数

2,004,714 101.4 0

会
計
の
状
況

実 質 収 支 408,574

4,247
83

被 保 険 者 数 44,129

1,048,737 保険税(料)収入額 84

26,342,743
経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療 1,355,603

再 差 引 収 支248,560 -696,761
25,486

100.0 6,014,971 32,233,090

国
民
健
康
保
険
事
業

230,357 92.4

投 資 的 経 費 2,244,882 経常経費充当一般財源等計
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 1,329,679

内
　
　
訳

2,240,635
介護保険 1,398,428

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 45,700,422

0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 11,992 11,992 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0

0 3,297,693
積 立 金 1,111,522 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0

0.1 0 4,247
繰 出 金 3,778,194 2,976,793 10.4 公 債 費 3,347,496 7.3

うち一部事務組合負担金 1,903,792 1,903,792 6.7 災 害 復 旧 費 25,375

2,071,178
補 助 費 等 4,347,268 3,682,490 12.9 教 育 費 5,524,640 12.1 1,834,996 4,379,776

2,809,817 3,427,197
維 持 補 修 費 247,981 121,556 0.4 消 防 費 2,162,835 4.7 168,052

1.5 9,388 376,542
物 件 費 6,500,950 5,561,172 19.5 土 木 費 5,491,401 12.0

（義務的経費計） 13,990,301 13,988,740 49.1 商 工 費 697,447

90,644
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 523,723 1.1 9,308 243,411

8.0 39,772 3,248,029
3,297,693 3,297,693 11.6 労 働 費 130,195 0.3 0

公 債 費 3,297,693 3,297,693 11.6 衛 生 費 3,664,112

5,028,471
扶 助 費 3,472,138 3,472,138 12.2 民 生 費 17,337,663 37.9 141,952 9,729,824

0.7 0 336,078
4,926,628 － － 総 務 費 6,459,457 14.1 1,001,686

決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

人 件 費 7,220,470 7,218,909 25.3 議 会 費 336,078

純 固 定 資 産 税 95.8
歳 入 合 計 25,988,574

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分

うち減収補てん債特例分 0 合 計 21,809,524 100.0 0

合 計 94.1
うち臨時財政対策債 0 市 町 村 民 税 91.9

地 方 債 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0

市 町 村 民 税 98.1
諸 収 入 654 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 98.9

繰 越 金 0 都 市 計 画 税 1,000,832 4.6 0

1,297,007
繰 入 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0

徴
収
率

合 計 98.6

収 益 事 業 収 入 60,000
寄 附 金 0

内
訳

入 湯 税 0 0.0 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高

財 産 収 入 0 目 的 税 1,000,832 4.6 0

実 質 的 な も の 0
県 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 23,466,772

国 有 提 供 交 付 金 637,187 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0

保 証 ・ 補 償 549,337
国 庫 支 出 金 0 （法定普通税計） 20,808,692 95.4 0 そ の 他 11,652,476

(

支
出
予
定
額

)

債
務
負
担
行
為
額

物 件 等 購 入 11,264,959
手 数 料 0 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0

使 用 料 136,846 鉱 産 税 0 0.0 0

地 方 債 現 在 高 38,618,652
分 担 金 ・ 負 担 金 0 市 町 村 た ば こ 税 1,023,355 4.7 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 26,554,756

交通安全対策特別交付金 21,320 軽 自 動 車 税 195,472 0.9 0

3,715,365
（一般財源計） 25,192,567 うち純固定資産税 9,270,586 42.5 0 8,681,097

4,965,732
0 法 人 税 割 1,287,112 5.9 0 0

1,960,446 法 人 均 等 割 360,836 1.7 0

積 立 金
現 在 高0 固 定 資 産 税 9,287,720 42.6 0

連 結 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 交 付 税 1,960,446 所 得 割 8,388,147 38.5 0 将 来 負 担 比 率 9.1

超過課税分 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 特 例 交 付 金 92,987 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 266,050 1.2 0

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 1.6
軽油・自動車取得税交付金 59,612 区          分 徴収済額 構成比

経 常 一 般 財 源 等 比 率 96.2
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 34,596 公 債 費 負 担 比 率 9.5

地 方 消 費 税 交 付 金 1,628,552 66.6％ 68.1％

財 政 力 指 数 ２ ４ ～ ２ ６ 0.90
株式等譲渡所得割交付金 100,434 第 ３ 次 50,599人 53,632人 実 質 収 支 比 率 7.1

配 当 割 交 付 金 164,363 24.8％ 28.2％

標 準 税 収 入 額 22,530,070
利 子 割 交 付 金 36,454 第 ２ 次 18,863人 22,227人 134,358人 標 準 財 政 規 模 27,010,305

地 方 譲 与 税 306,432 1.6％ 1.8％ １７年国調

基 準 財 政 収 入 額 17,511,954
地 方 税 20,808,691 第 １ 次 1,191人 1,442人 132,896人 基 準 財 政 需 要 額 19,487,792

区          分 経常一般財源等 区   分 ２２年国調 １７年国調 ２２年国調

歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

-0.3％
うち日本人 (-0.4％)

Ⅱ－８

48.99
市町村名 狭山市 -1.5％ 26.1.1 154,772人 人口密度（人/ｋ㎡）

台
帳
人
口

27.1.1

増減率

154,288人

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 13 158,074人 うち日本人 (152,313人)

59,211世帯

61,039世帯

3,179

平成２６年度
地方公共団体コード 112151

人
口

155,727人

住
民
基
本

決算状況
地方交付税種地


